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研究成果の概要（和文）： 
本研究では「なぜ基礎自治体の議会議員選挙では無所属候補者が多いのか」「政党の存在理由

とは何か」という問いに答えるため、「当選に必要な票数が大きく（小さく）なるほど、候補者
の個人的な集票努力では動員が困難（容易）となり、政党のラベルに頼る必要が生じる（なく
なる）」という仮説の検証を行った。具体的には、東京都墨田区議会議員を対象とする事例研究
や東京 23 区議会の選挙結果を収録したデータ・セットの分析、さらに「市町村合併による選
挙区規模の拡大」に注目し、該当する全ての自治体の選挙を対象とするデータ・セットの整備
を行い、検証した。その結果、本研究の仮説は概ね肯定的な結果を得た。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This research examines whether candidates are more likely to declare affiliation with 
parties as the population size of districts increases and the importance of party labels 
for mobilization grows. By interviewing with Sumida ward assembly members and analyzing 
results of municipal assembly elections, this research confirms the effect of population 
size on the party affiliation. 
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１．研究開始当初の背景 
近年の政党論において最も注目すべき著

作の一つである『なぜ政党か』において、オ
ルドリッチはアメリカにおける政党形成の
歴史的な展開を事例に、社会選択問題や集合
行為問題の解決策としての政党の必要性を
マイクロ・レベルから解明した。代議制民主
主義において自明と見なされがちである政
党の存在意義を明示的に説明したことの貢
献は大きい。 

しかし、本研究が課題とする日本の地方議
会議員選挙においては、周知の通り、無所属
候補者が多く、政党の存在は自明ではない。
しかも、市区町村について見ると、党派性の
程度には大きな違いがある。 

そこで、本研究は市区町村議会の選挙にお
いて候補者が政党を名乗るか否かの意思決
定に影響を及ぼす要因を明らかにする。この
要因を探ることにより、『なぜ政党か』とい
う問いに対する新しい答えを見付けること
ができるのではないかと考えたのが、本研究
を着想するに至った主要な動機である。 
 
 
 
２．研究の目的 

本研究は上記の問題意識と理論的な考察
を踏まえ、導き出された仮説を検証すること
を目指した。この問いに答えるため、当初の
研究計画では、二つのアプローチを提示した。 

まず、人口規模と地方議会の党派化には関
係があるという説明である。具体的には「当
選に必要な票数が大きくなるほど、候補者の
個人的な集票努力では動員が困難となり、政
党のラベルに頼る必要が生じる」という仮説
である。 

この問題に対するもう一つのアプローチ
は、大選挙区制における棲み分けという説明
である。「選挙区定数が大きくなるほど、同
一の政党を支持する候補者が複数立候補す
るため、政党のラベルによって候補者間の識
別ができず、政党ラベルの必要性が小さくな
る」という仮説に置き換えることができる。 
 当初の計画では、どちらの要因が効いてい
るのか、検証することも目的に含まれていた。
しかし、最終的には、この二つのアプローチ
を同時に扱うことは難しいので、人口規模と
党派制の関係（前者）に焦点を絞ることにな
った。後者の検証については、今後の課題と
したい。 
 
 
 
 
 
 

３．研究の方法 
 
本研究は下記の三つの調査、分析から構成

されている。それぞれについて、説明する。 
 
 
ⅰ 墨田区議会議員の調査（2009年 1月実施） 
・議員に対するアンケート調査（悉皆調査） 
・議員に対するインタビュー調査（議長、会
派代表、その他をサンプリング） 

 
 
ⅱ 東京都区議会議員選挙の分析 
1991年から 2007年までの全区議会議員選

挙の結果をデータ・ベース化し、計量分析を
行った。 
 
 
ⅲ 市町村合併の効果に関する分析 
1997年から 2010年までの期間において、

合併を経験した自治体議会の選挙結果をデ
ータ・ベース化し、計量分析を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究の三つの調査の成果は下記の通り
である。 
 
 
ⅰ 墨田区議会議員調査（2009年 1月実施） 
 
アンケート 
・回収率 81.3％ 
・政党所属への意識、政治活動や選挙の実態、

政策選好等を明らかにした。 
・特に政党所属の理由として、「理念への共

感」を挙げる回答者の多さが目立った（無
所属が多い釜石市議会議員調査（2006年実
施）とは大きな違いがあることを発見し
た）。 

 
インタビューの対象者 
・西原文隆氏：自民、議会議長 
・木内 清氏：自民 
・田中 哲氏：民主、会派幹事長 
・阿部喜見子氏：会派を離脱した民主 
・加納 進氏：公明、会派幹事長 
・高柳東彦氏：共産、会派幹事長 
・江木義昭氏：無所属 
 

インタビューの結果、「規模と政党所属」
の関係については、仮説通り、自らの集票ネ
ットワークでは到達できない有権者への働
きかけを可能にするものとして、政党所属が



捉えられていることを確認できた（詳しくは、
公刊予定のアンケート結果やインタビュー
を参照されたい）。 
 
 
ⅱ 東京都の区議会議員選挙の分析 
研究の対象を区議選に絞り、当選するため

に必要な票数に注目して分析した。 
その数が小さい選挙では無所属の当選者

の占める割合が高くなり（千代田区）、その
数が多い選挙では低くなる（世田谷区）。そ
の理由は、前者においては敢えて政党を名乗
らずとも、自らの社会的なネットワークを通
じて必要な票数を獲得できるのに対して、後
者においては政党のラベルを通じて有権者
の動員を図る必要が生じるためである。 

検証の結果、上記の仮説は概ね支持された。
政党所属を従属変数とするプロビット分析
によると、鍵変数である最小当選得票数（前
回選挙）の係数は予想通り負であり、当選に
必要な票数が大きいほど、政党所属を名乗ら
ないという結果が示されることとなった。 

なお、この分析の結果は 2009 年度の日本
政治学会において発表された（詳しい検証の
手続きと結果については、報告論文を参照さ
れたい）。 
 
 
ⅲ 市町村合併の効果に関する分析 

本研究の仮説をさらに精密に検証するた
め、合併を経験し、規模が拡大した自治体を
新たに対象とすることにした。選挙区の属性
など、政治的、社会経済的な背景の違いをコ
ントロールできる、最も有効な方法と考えら
れるからである。データの収集と整理は膨大
な作業となったため、松林哲也氏、上田路子
氏との共同作業を行った。 
回帰分析による検証の結果、一議席当たり

の票数が増えると、自治体単位の分析では、
無所属候補者が減少するという効果を、候補
者単位の分析では、党派への所属を選択する
という効果をそれぞれ確認できた。現段階で
は大まかな傾向を明らかにしたに過ぎない
が、合併の効果を検出することはできた。分
析のさらなる精緻化を目指したい。 

なお、この分析の結果は 2010 年度の日本
政治学会、 2011 年の Midwest Political 
Science Association の年次大会において発
表された（詳しい検証の手続きと結果につい
ては、報告論文を参照されたい）。 
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